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○事務局 それでは、定刻となりましたので、ただいまより第２回道路の将来交通需要推計に

関する検討会を始めさせていただきます。 

 早速ですけれども議事に入りたいと思いますので、以降、進行は石田委員長のほうにお願い

いたします。 

○石田委員長 ご苦労さまでございます。第２回です。今日もしっかりとした議論をしたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 議事次第には議事として(１)から(４)までございますけれども、まず(１)から(３)まで説明

していただいて、進め方等についても議論をした上で、中味の話ですか、(４)に移ってまいり

たいと思いますので、説明をお願いいたします。 

○事務局 それでは、早速資料の説明をさせていただきます。 

 まず資料０ということで前回、第１回の検討会の議事要旨ということで１枚紙を配付させて

いただいております。ざっとおさらいということで紹介させていただきます。 

 まず２番目の２つ目ですけれども、いろいろなシナリオというのがあるでしょうということ

で、そういったものをどこまで考慮に入れるかを検討して、絞り込みというのが必要ではない

かという話でございます。 

 さらに、次のところですけれども、なかなか推計というのは完璧なものは難しいということ

ですので、幅や変動を持つということを認識して、感度分析等が必要じゃないかという話でご

ざいます。 

 その次、４つ目でございますけれども、台トリップ数を推計するという検討、これは後ほど

紹介させていただきますけれども、こういったものも必要じゃないかという話。 

 あるいは５番目でございますけれども、先ほどの話と関連しますが、モニタリングといった

ものが重要じゃないかということでございます。ただ、そういった中で最新の動向に過度に反

応すると長期的に大きな振れ幅になってしまうということの注意が必要じゃないかというご指

摘でございます。 

 最後、６個目でございますけれども、全体の検討フローといったものを示してほしいという

ことで、これも後ほど紹介させていただきます。 

 さらに、３番目の近年の動向という中では、そもそも我々の持っている数字というのが推計

値だということですので、それをどの程度信頼できるかといったことを鋭意比較すべきじゃな

いかという話でございます。 

 それに関連しますけれども、２つ目でございますが、自動車輸送統計ということで我々使っ
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ているデータですけれども、これが平成16年にサンプルの抽出方法が変わっているということ

なので、この影響はどうなっているかといったことを示してほしいという話でございます。 

 あるいは３つ目、４つ目になりますけれども、地域別であるとか、距離帯別、あるいは年齢

構成といったところ、こういったものをちゃんと分けて分析するといったことも必要ではない

かということでございます。 

 さらに、５点目、６点目でございますが、最近軽自動車といったものの比率が非常に高まっ

ているという中で、その分析がもっと必要じゃないか。あるいはそういったことで、近場で利

用するという車が非常に増えているといったことを考慮する必要があるんじゃないかというご

指摘でございます。 

 あるいは下から２つ目ですけれども、積載効率といったところで、容積単位といったものも

見れないか。あるいは都市間輸送と都市内輸送の違いといったものも検討できないか。ざっと

でございますけれども、こういったことを第１回目の検討会でご指摘いただいたということで

ございます。 

 そういったものを踏まえまして、続いて資料１－１ということでございます。 

 検討会の目的と検討内容ということで、前回も提示させていただきましたが、先ほどのご指

摘もあったように、前回では２番のところで、（１）、（２）、（３）ということで、具体的

には新しい需要推計モデル、要するに具体的な数字をつくるといったところについて、この検

討会でいろいろご議論をいただきたいということで提案させていただいたんですが、第１回の

検討会でいろいろご指摘いただいたことを踏まえて、２）番でございますけれども、こういっ

たものを活用と書いていますけれども、例えばつくったり、あるいは使ったりというときに留

意すべき点といったものも併せて整理すべきじゃないかということでございまして、具体的な

例示を書いてございますけれども、不確実性の認識であるとか、モニタリングの必要性、ある

いはシナリオを踏まえた推計の考え方といったこと、こういったものも必要じゃないかという

ことで、今後の検討会でご議論いただきたいということで考えてございます。 

 ただし、今日は具体的には１）番のところを重点的に進めていただきたいということで考え

てございまして、そういった意味で資料１－２ということで、Ａ３判にありますけれども、具

体的に新しい需要推計モデルの構築に向けた検討の進め方ということで、いろいろと論点を整

理させていただいております。右側のほう、細かく書いてございますけれども、まず左側のほ

うに縦に並んでいる全国及び地域ブロック別の走行台キロ等の推計に関する検討ということで

ございまして、まず１番目に最近の動向を把握し、その要因を整理する。あるいは２つ目とし
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て、外生に与える変数、あるいは将来のシナリオを検討するといった話、それを踏まえまして、

３番目でございますけれども、具体的モデルの構造・枠組みを検討していただくということで

ございます。なお、ピンクで書いてあるところは、本日、第２回の検討会で主に議論いただき

たいと考えている内容でございます。 

 ４つ目でございますけれども、そういった枠組みの中でモデルのパラメータ推計と、具体的

な推計といったところを検討していただく。 

 あるいは５番目でございますけれども、推計手順に関する検討ということで、こちらも第１

回の検討会の議事要旨でもありましたように、台トリップといったものを推計していって、そ

の後のＯＤ表に進んでいくといったことでございます。 

 あるいは６番目で需要推計の前提条件を整理する。 

 ７番目として具体的に試算をして、妥当性を検証するといったことを検討いただきたいとい

うことでございます。 

 さらに２番目でそのフレームをつくった走行台キロ等を推計した後、発生集中交通量、ある

いはＯＤ交通量といったところの検討も、今日は時間の関係もありましてご議論いただけませ

んけれども、進めていただければということで考えてございます。 

 右側のほうでございますけれども、一々細かく今日説明いたしませんが、それぞれあり方検

討委員会であるとか、あるいは前回の議事の中でいろいろご指摘いただいた内容といったもの

を基本的に整理させていただいているものでございます。 

 この中で、赤で書いてあるところを、後ほど資料に出てきますので一個一個説明しませんが、

本日ご議論いただきたいということで考えてございます。 

 なお、そういった中で、例えば右上でございますけれども、例えば将来ＧＤＰの設定という

ことでございますけれども、公表されている政府機関等の将来値を使用することを基本とする

ということで今回提出させていただきますけれども、やはりもともとありましたようにこの検

討会でいろいろ議論いただくには時間的に限界があるということでございますので、別途外部

有識者の見解を伺うといったプロセスも踏んではどうかということを提案させていただいてご

ざいます。 

 そういった全体のフローでございますけれども、じゃあ、具体的にどういうスケジュールで

検討会を進めていただくかというのが資料２ということでございます。今後のスケジュール

（案）ということで示させていただいてございます。 

 第１回の審議官からのあいさつにもありましたけれども、秋までに我々としては新しい需要
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推計をつくるということで考えてございますので、秋に第５回の検討会とここに書いています

けれども、取りまとめしていただくということを考えてございます。 

 そういったスケジュールに向けて、第１回、４月に行いました検討会では最近の動向を整理

していただいたわけですけれども、本日の第２回検討会では推計モデルの概要ということで枠

組みを検討していただくということでございます。 

 第３回、次回、７月を予定してございますけれども、そういった中で、じゃあ、そのモデル

の中で具体的にいろいろと数字が出てくるということでございまして、そういった説明変数等

の将来値がどうなるかといった具体的な数字の検討をしていただきたいということで考えてご

ざいます。 

 ８月、第４回でございますが、そういった将来値の設定を踏まえまして、具体的に推計モデ

ルはどうなるかという具体案というのを検討していただくということでございまして、そこで

得られた成果をもとに、８月から９月にかけてパブリックコメントということで広く一般の

方々にもご意見を伺ってはどうかというスケジュールでございます。 

 全体の流れはこういったことでございまして、続きまして、資料３でございますけれども、

第１回の検討会でいろいろご質問等いただきましたので、それを簡単に整理させていただいて

ございます。 

 すべての項目に答えられているわけではございませんけれども、主要なものということで整

理させていただきました。 

 まず１ページ目でございますけれども、先ほども紹介しましたけれども、いろいろな統計デ

ータがあるということなんで、そういったもののサンプル数がどうなっているかというのを整

理したらどうかということでございます。 

 一番上が我々がやっております道路交通センサスのＯＤ調査ということでございまして、車、

人がどこからどこまでどのぐらい移動していますかといったことを聞いている調査でございま

す。こちら、秋の時期の平日、休日の１日ずつ対象としておりまして、約200万台弱の車を抽

出して、それに対して６割の回答をいただいているということでございます。 

 一方、走行台キロの調査をそもそも目的としているものではございませんけれども、自動車

輸送統計調査というのがございまして、こちらにつきましては、調査期間としてはもうちょっ

と長い、貨物は７日、旅客は３日ということでございまして、これは４ヶ月毎の大調査と毎月

の小調査ということで分けてございます。標本数、あるいは回収数はこの記載のとおりになっ

ているということでございます。 
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 さらに、人の動きに着目するということで全国のパーソントリップ調査というものがありま

す。ちなみに、こちらと道路交通センサスは最新のデータは平成17年度になっております。 

 続きまして、２ページ目でございますけれども、自動車輸送統計がサンプリング方法を変え

たということでございまして、これで具体的にどういう数値の影響が出たかといったことを整

理したものです。前回も紹介しましたけれども、それまで車令が５年までの車を対象としたも

のを７年までということで２年間対象の車を長くしたわけですけれども、車は古くなると年間

での走行台キロが落ちていくというのが統計的に分かっているということでございまして、要

するに車令を長くとるということは全体的にも走行台キロが落ちるという傾向にあるというこ

とでございます。 

 こういったものを既存のいろいろなデータ、自工会さん等のデータを使いながら推計させて

いただいた結果として、乗用車では約1.6％、貨物車で約4.5％、全体では約2.6％の差が生じ

ますということでございます。ですから、我々これまでの推計値、平成14年に実施した推計と

いうのが今のデータでございますけれども、こういったものと比較していたんですけれども、

サンプリング方法が変わっていますので、2.6％ということを加味してこれから評価すべきと

考えております。 

 続きまして、３ページ目以降が軽自動車の利用特性ということを整理させていただきました。

３ページ目は前回紹介していますので割愛させていただきますけれども、この右側のグラフの

中で前回のご質問の中で、販売台数が三十数年ぶりに落ち込んだというデータがあったけれど

も、この数字と合わないじゃないかというご指摘をいただきましたので、それを整理したのが

４ページ目でございます。 

 具体的に言いますと、三十何年ぶりという数字は乗用車と貨物車、両方の合計で軽を除いた

ものの推移を比較したということでございまして、データが三十数年前まで戻ることができま

せんので75年のところで止まっていますけれども、おおむねこのぐらいの時期まで最近の新車

販売台数が落ちているということでございます。三十数年というのはこの数字であるというこ

とでございます。 

 軽のところに戻っていきますけれども、５ページ目でございます。軽自動車の保有状況がど

うなっているかというのを地域別に見たものでございます。 

 大都市部が軽自動車の比率が少ないということでございまして、東京都、神奈川は少ないと

いうことでございます。どちらかというと、地方部のほうが持っている保有台数が多いんです

けれども、中でも北日本よりは西日本のほうが軽自動車の保有台数の比率というのは非常に多



 6

くなっているというデータでございます。 

 ６ページ目でございます。使われ方の特性はどうなっているかということでございまして、

利用目的の動向というものでございます。左側が我々のほうでやっています道路交通センサス

のＯＤ調査、右側が自工会さんのほうのアンケートということでございます。左側、特に平日

のところでかなり顕著なのは、業務といったところの割合が軽乗用車以外のところはおおむね

20％弱といったところに対して、軽自動車は10％強ということで軽のほうが業務目的の割合が

低い。一方でクリーム色のところでございますけれども、家事・買物といったところが軽乗用

車の場合、使われ方が多いという状況でございます。 

 右側のほう、自工会さんのほうも同じように買物の割合が高いということでございまして、

こちらのほうは特にレジャーの割合が乗用車のほうに比べて軽の割合が非常に少ないといった

ことが非常に顕著なのかなということでございます。 

 いずれにせよ、かなり短距離のトリップといったところの使われ方が軽は多いという傾向で

ございます。 

 さらに、７ページ目でございます。 

 こちらも自工会さんのほうのデータでございますけれども、左側は大都市と地方都市という

ことで人口規模に分けたデータでございます。100万人以上の都市と上から２つ目にございま

すけれども、こういったところでは買物の使われ方が非常に多いということでございまして、

通勤・通学に使われる割合はかなり低いということでございます。 

 一方で、かなり都市が小さくなるというふうになると、買物の割合も高いんですけれども、

それ以上に通勤・通学の使われ方が多いという状況になってございます。 

 あるいは右側でございますけれども、男性・女性、女性は未婚と既婚というふうに分けてご

ざいますけれども、そういうところで傾向を見ますと、特に既婚女性といったところを見てい

ただくと、買物の割合が非常に高いという傾向になっている。男性とか未婚女性の場合には、

通勤・通学での使われ方が多いですよという状況でございます。こういったことで、実際に地

域、あるいはドライバーの特性によって使われ方も大分違っているという傾向がございます。 

 ８ページ目でございますけれども、トリップ長の比較ということでございます。 

 左側が平日、右側が休日ということで、それぞれ目的ごとに整理してございますけれども、

どの目的を見ても平均トリップ長というのは軽乗用車以外の乗用車と比較すると、軽乗用車の

場合にはトリップ長が短いといったことがすべての目的で出ているということでございます。 

 そういった中で平日の軽乗用車の平均トリップ長というのが微増ということで書いてありま
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すけれども、特に買物であるとか、あるいは通勤・通学もそうですし、業務といったところ、

それぞれどちらかというと右側に上がってきているのかなと。すべての項目ですけれども、右

側に上がりつつあるのかなというのが軽乗用車の平均トリップ長の最近の動きなのかなという

ことでございます。 

 さらに、９ページ目でございますけれども、利用頻度の動向ということでございまして、左

側の上が運休率と、あるいは下のほうが１台当たりのトリップ数と、あるいは右側のほうは車

をどれだけ使っていますかというアンケート調査でございますけれども、いずれの傾向を見て

も、軽乗用車のほうが１台当たりのトリップ数というのが多くなっているということでござい

ます。そういったこともあって、毎日使っているという割合が軽乗用車の場合は、非常に高く

なるということでございまして、軽乗用車以外の場合には、５割ぐらいの方が毎日使っていま

すということに対して、軽乗用車の場合には７割ぐらいの方が毎日使っているということでご

ざいます。 

 先ほどの傾向で見ますと、短距離トリップで、しかも頻繁に使うというのが特に軽乗用車の

傾向としてあらわれているということでございます。 

 10ページ目でございますけれども、そういった中で高速道路の利用の割合がどうなっている

かというのを整理したものです。こちら、ＮＥＸＣＯさんの営業データということでございま

すけれども、左上にありますように、平均利用距離といったものを見ますと、これも先ほどの

傾向と同じでございまして、軽乗用車以外の乗用車と比べて、軽乗用車の場合には、これすみ

ません乗用車じゃなくて軽自動車全般にございますけれども、平均利用距離は短いといった傾

向が同じように出ているということでございます。 

 そういった中で右側にありますように、高速道路の利用も最近、軽自動車の割合が非常に増

えてきているというのが如実に出てきているのかなという傾向でございます。こういったこと

でも軽自動車の使われ方が徐々に変化しつつあるというのが見てとれるかということでござい

ます。 

 続きまして、11ページ目、こちらは大型免許保有者の推移ということでございまして、こち

らは豊田委員のほうから前回ご指摘ありましたけれども、大型免許の取得する人が非常に減っ

ているという話がありまして、車があっても運転する人がいなくなってくるという傾向が十分

想定されるんじゃないかというご指摘をいただきまして、そのデータを整理したというもので

ございます。 

 男性・女性ということで分かれてございますけれども、豊田委員のご指摘のとおりでござい
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まして、左側が大型免許の保有率ということで書いていますけれども、まさに山がどんどん右

側に移動し、高齢化が進んでいるということでございます。右側のほうの右上のグラフが絶対

数ということで大型免許を持っている人のデータを示してございますけれども、まさに若い方

の免許保有の取得がどんどん減ってきているということで、どんどん高齢者の方々が増えてい

るということでございます。全体としては免許の保有数は増えているんですけれども、こうい

った傾向があらわれているということです。 

 一方で女性のほうは、もともと数字が少ないんですけれども、若い方を中心に徐々に免許の

保有者数は増えていますということです。ただ、数字を見ていただければ分かりますけれども、

男性の場合には500万人ぐらいが大型免許を持っている。女性の場合にはまだ10万人ぐらいと

いうことですので、まだ２％ぐらいの割合しか占めていないという状況でございます。 

 12ページ目、こちらが港の使われ方といったものが最近地方にかなりシフトしているんじゃ

ないか、いろいろなところで使われているんじゃないかという話がございましたので、そちら

を整理したものでございます。 

 左側が取扱量ということで右側がそういったものの増減はどうなっているかということでご

ざいまして、水色とか緑のところが減少しているという港なんですけれども、東京とかあるい

は大阪の周辺、あるいは福岡といったまさに主要な大きな港のところはどちらかというと取扱

量は減少しているということでございます。 

 一方でそれ以外の地方の港といったものの取り扱いが増えているというような状況がこうい

ったデータから出てくるのかなということでございます。 

 ただ、今回我々モデルをいろいろ検討していく中で、こういったものを具体的にどういうふ

うに推計に反映していくんだといったところは、いろいろご議論いただければと思っています

けれども、なかなかどういったものが運ばれているかとかという話、あるいはその後どういう

ふうに輸送されているかといった実態が正直まだ十分調査できていないということもございま

すので、こういったものをもっと詳細に検討していきながらモデルへの反映というのは検討す

る必要があるのかなということでございます。 

 最後になりますけれども、13ページ目、積載率ということでございます。これについては今

現在積載率ですと重量ベースで積載率を出しているんですけれども、容積ベースといったもの

も考慮することができないものかといったご指摘でございまして、それを調べたものでござい

ます。 

 こちらにありますけれども、一つの例ということで、平成15年度の東京都市圏の物資流動調
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査といった中で、サンプリング調査でまさにご指摘のような重量以外に、これは貨物の満載が

重量がいっぱいになって決まるんですか、それとも容積がいっぱいになって決まるんですかと

いったことを聞いたというものでございます。この結果、営業用の貨物車の約４割、39％とあ

りますけれども、こういったものが重量はまだ満載ではないんだけれども、容積の関係でどう

してもこれ以上積めないといった要素があるというような回答が得られたということでござい

ます。 

 こういったことで、まさに容積ベースでの検討というのも必要だと我々としても考えてござ

いますけれども、ただ、今も紹介しましたように、15年度の一つのサンプルしかデータがない

といったことでございまして、全国、あるいは時系列といったものの調査がなかなかないもの

ですから、こういったものもデータをこれからのモデルに反映するといったことはなかなか正

直、現時点では難しいのかなということで、もっとデータベースの蓄積が必要じゃないかとい

うことを考えているということでございます。 

 ざっとでございますけれども、まず資料３まで紹介させていただきました。 

○石田委員長 ありがとうございました。 

 ご質問、ご意見あれば伺いたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○原田委員 前回の議事録を読ませていただきました。調査を信頼できるか、比較するという

意味で、今回はデータのサンプル数の整理という形で、サンプル数で見てもかなり違うという

ことなんですけれども、センサスのほうはその後の分析をすると地域別に違うとか、業務用も、

普通と軽で違うとか、いろいろな形のものが出ていて、自動車輸送統計のほうのサンプルも、

そういうばらつきというか、考えて選んでいるかといったことは分かるんでしょうか。 

○事務局 輸送統計につきましてはサンプル数がここにあるように少ないということでござい

まして、一応ブロック別の数字というのも出しているようなんですけれども、ちょっと信憑性

という意味では十分数としては足りないということでございまして、ブロック別のそういった

分析はなかなか難しいということで聞いております。 

○原田委員 いや、ブロック別に十分な数があるかどうか─同じようなことになるな。でも、

地域別に大都市とそれ以外は違うとか、普通と軽が違うというのが片方で出ているので、そう

いうところの割合について多少比率をうまくとるような配慮があるのか、そこは場合によって

は見させていただくような、わからないけれども、都市部で違っているのかというところが気

になったということなんですが。 
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○事務局 これはサンプルの取り方もかなりそれこそ数十年前からずっと固定だということは

聞いておりまして、ちょっと細かいデータは持っていませんけれども、かなりかちかちっと決

められているという状況でございます。 

○原田委員 公式はあるということですね。 

○事務局 はい。 

○原田委員 そのときに今言った地域別とか何かが。 

○事務局 それは決まっております。 

○原田委員 分かりました。 

○石田委員長 ほかにいかがですか。 

○岡本委員 知っている範囲でお答えすると、運輸局ベースでサンプリングがなさっていて、

それぞれのブロックで取りまとめられているということです。そこでの軽だとか軽以外の乗用

車という比率について、ちょっと存じ上げないんですけれども。 

○石田委員長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○岡本委員 ６ページの左側の棒グラフなんですけれども、トリップ数ベースなのでしょうか

という質問です。 

○事務局 はい。こちらはトリップ数ベースでございます。 

○石田委員長 ほかにご質問とかご意見はございませんか。 

 どうぞ。 

○鈴木委員 ２ページなんですけれども、対象を広げましたと、平均車令の延びが。７年以上

は除くと、８年以上ですか。ということなんですけれども、これ８年以上の比率ってどのくら

いあるのか。要はそのほうがさらに距離は短くなっていると。本当の全体というのはどのぐら

いなのかというところに、どのぐらい影響があるかというのは疑問だったんですけれども。 

○石田委員長 わかりますか。 

○事務局 調べさせてください。 

○石田委員長 多分、もっと使わなくなりますものね。とすると、過去に比べるとその分の下

がり方が緩やかになるというか、そういう効果が出てくるんじゃないですか。 

 後で調べてください。 

 でも、随分延びてきていますからね、今、平均車令が。 

○鈴木委員 年々延びています。 
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○石田委員長 そうですよね。 

 いかがでしょうか。 

 資料１－２なんですが、前回の議事録でありましたように、どういう検討するのということ

に関して、細かいのをつくっていただいたんですけれども、ちょっとさらにまた追加的なこれ

を拝見しましてお願いがございまして、需要予測のモデルというのをどう考えるかということ

で、今ある技術とかデータで最善のものを目指すというのはもう当たり前の話で、我々のミッ

ションはまさにそこにあるんですけれども、いくら最善のものを目指したって、完璧なものに

はなかなかなり得ないという、そういう厳しい現実も同時にあるわけです。でも、それで需要

予測やりました、後は知りません、というのはやはりちょっと無責任かなと。専門家として、

学者として。そういうところで、じゃあ完璧じゃないということを分かったということをどう

担保するのか、どういうふうに考えるかというと、やはり一つの数字を出して、それでおしま

いということにはなかなかできないだろうというふうに思うんです。当たる、当たらないとい

うときには、皆さん量的な精度のことが非常に気になりますけれども、先ほどご説明ありまし

たようにトリップ数がそんなに減っていないのに台キロが減っていると、短くなっていると。

使い方が変わっているという質的な変化もきちんととらえないと、良い道路政策、交通政策に

つながっていかないと思うんです。だから、そういうことも含めて数学モデルは数学モデルの

中で最善でございまして、きちんとやるんだけれども、数学モデルの外側の話というのは非常

に重要だろうというふうに思うんです。そこを事務局に考えようと言ってもなかなかしんどい

ところもあろうかと思うので、そこについては先生方、あるいはいろいろなところで実務の世

界でいろいろなことをお考えでしょうから、それについてこれを本当にいい使い方ができるよ

うに、あるいは変えざるところがあるとすると、それはさっき言ったように質的な変化とか、

量的な変化とか、あるいはシナリオを考えるときに本当に何が支配的な要因でそれについてど

ういうふうに考えていけばいいかとか、いろいろあると思いますので、そういうことについて、

ちょっとぜひお知恵を拝借したい。そういう委員の人の学識経験が入ってくるわけですから、

お知恵を拝借して、それと事務局のほうとのかちかちっとした議論とうまいコラボレーション

を考えるべきであろうというふうに私自身考えておるんですが、そういう作業をしていただい

てもいいですか。だから、簡単に言うと、多分Ａ４、１枚か２枚ぐらいの論点メモなりアイデ

アメモを出していただきたい。 

○原田委員 １枚か２枚という感じの。 

○石田委員長 何枚でもいいですよ。 
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○原田委員 論点をいくつか書いて、こういう傾向は分かっているけれども、どうするのとか。 

○石田委員長 これについてはこういうことを考えたらどうだ。例えばどこかでも出てきてい

ますけれども、モニタリングをもっとちゃんとしましょうとか、そういった類の話ですね。あ

るいは質的な変化があるとすると、それについては今日も軽自動車の話とかありましたけれど

も、それは経年的にどんなふうな変化があるんだろうかとか、例えばガソリン代の問題とかそ

の辺いっぱいあると思うんですけれども、そういうことについてどう考えておけばいいんだろ

うかとか。 

 いいですかね、お願いをして。エクストラのワークになりますけれども。 

 それとあと細かい話なんですけれども、資料１－２の左側の（７）に試算と妥当性の検証と

ありますよね。将来の妥当性の検証ってなかなか難しいですよね。さっきも言ったけれども、

ガソリン代が明日にでも200円超えたり、300円になったりするかも分からないというときに、

将来の妥当性ってなかなか難しいんで、数学モデルの妥当性ということであれば、例えば過去

の予測、10年ぐらい前までのインプットデータを使って実際の値が本当にきちんと再現できる

のかどうかといった検証をするとモデルの妥当性の検証になるかも分からないですね。 

 どうでしょうか。 

 じゃあ、すみませんけれども、そういう扱いにさせていただいて、皆さんのお知恵を借りて

いい使い方、ぜひ我々の委員会で提案をしていきたいなというふうに思います。 

 当たり前のことですけれども、この中の数学モデルも改善をして、最善を目指すということ

も再確認したいと思いますが。 

 それでは、１、２、３とこれで一応終わらせていただいて、また後で多分関係するので、戻

ってくることがあろうかと思いますけれども、続きまして、４番の交通需要に関する近年の動

向と推計モデルについてのご説明をしていただいて、また議論したいと思います。お願いいた

します。 

○事務局 それでは、引き続きまして説明させていただきます。 

 まず資料４ということでございまして、まず前提となる背景シナリオということでございま

すけれども、外生変数ということでございまして、前回も紹介しましたけれども、特に我々の

モデルにおいては、将来人口とあるいはＧＤＰといったもの、これがすべてじゃないんですけ

れども、今後大きな影響を受けるということもございますので、こういったものが今どういう

ふうに整理されているかといったことを紹介するものでございます。 

 まず、１ページ目でございますけれども、人口につきましては、国立社会保障・人口問題研
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究所が定期的に人口推計を出しているということでございまして、最新では平成18年12月に全

国値の推計と、あるいは都道府県ごとの推計値というのも平成19年５月に出されてございます。 

 そういったものを整理したのが１ページ目でございまして、平成17年の国勢調査の結果を基

準としながら、出生率、生存率、あるいは移動率など、都道府県ごとにそれぞれ数字を見なが

ら、過去の傾向等も踏まえて、将来を推計しているという考え方でございます。 

 この中で、移動率については、国際間の移動といったものもありますし、こういった中で、

日本人は出国超過であるといったことが予想されているということでございます。 

 あるいは都道府県間の移動については、2010年から2015年の人口移動率を2000年から2005年

の0.7倍と設定し、それ以降は一定にしますということでございます。 

 そういったことでございまして、最近、前回も紹介しましたけれども、東京に人口がまた集

中しているという傾向が出てきてございますので、こういったものを踏まえた予測になってい

るというのが現在の人口推計の概要であるということでございます。 

 ２ページ目にいきまして、その推計内容が具体的にどうなっているかというものでございま

すが、前回の推計値というのは平成14年の１月に出されているわけで、そちらが細い点線でご

ざいますけれども、それに対しまして、今回の18年12月に出ています推計値、これが太い点線

でございますけれども、これがさらに下に下がっているということでございます。2020年で

1.1％、2030年で2.0％という減少でございます。なお、2030年では、2005年に対して0.9倍と

いうことで、今現在よりも１割人口が下がるという推計がされているということです。 

 なお、資料には地域別の数字を入れていませんけれども、先ほど紹介しましたように、どち

らかというと都市に人口が集中しているという傾向をさらに踏んでいる予測になってございま

すので、地域ごとの予測の割合がかなり変わっているということが出てきてございます。例え

ば、東京が一番人口が増えるんですけれども、2030年と2005年の現状の比較で、東京の人口が

1.026倍ということで、今よりも増えるという予測がされています。一方で一番人口減少が大

きいのが秋田県ということでございますが、2030年で2005年に対して0.739ということで、４

分の３以下になるというのがこの人口問題研究所から出されている推計値であるということで

ございます。 

 公式というか、これが一番オーソドックスな推計ですので、我々としてはこういったものを

当然前提として考えていくのかなということでございます。 

 さらに３ページ目でございますけれども、そういったことで全国値で見ますと２％の差なん

ですけれども、前回の推計に比べても少子高齢化が一段と進むといったことが予測されていま
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すということでございます。15歳未満が1.6ポイント、15から64歳が0.7ポイント下がるといっ

たものに対しまして、65歳以上は2.2ポイント増加するということで少子高齢化が前の推計よ

りもさらに進むということが予想されているという内容でございます。 

 人口については、こういった推計が出ているということでございます。 

 一方で、ＧＤＰにつきましては４ページ目でございますけれども、まず１つ目として、日本

経済の進路と戦略ということで、今年の１月18日に閣議決定されたものでございます。こうい

ったものの中で、経済財政諮問会議の中でいろいろご審議いただくんですけれども、その際の

参考資料ということで、内閣府のほうで2011年までの経済シナリオというのが試算されている

ということでございます。それが具体的には５ページ目に書いてございます。 

 この中で、成長シナリオとリスクシナリオという話、あるいは歳出削減ケースＡ、Ｂという

ことで２つ、全部で４種類の推計がされているんですけれども、大体一般的にはこの中でも左

側にありますように成長シナリオの中で歳出削減ケースＡといったもの、これを使うのが一般

的ということでございまして、こういった中で上から２つ目にありますように実質成長率のパ

ーセンテージが2011年までこういった推移でいきますといったことが予想されているというこ

とでございます。こういったものを我々としても使っていくということを今考えているという

ことでございます。 

 さらにその後、2011年以降といったところ、我々としては前回ご紹介しましたように2050年

という非常に長期の推計をするわけですけれども、そこまでの推計値はないんでございますが、

６ページ目以降に書いてあるのが、日本21世紀ビジョンということでちょっとデータは古いん

ですけれども、平成17年４月に経済財政諮問会議のほうで専門調査会をつくりまして、2030年

のこの国の形ができる限り明らかになるように集約するといったことで、報告書をまとめてい

るということでございます。 

 こういった中でいろいろと将来の2030年の姿が示されているということでございまして、そ

ちらが７ページ目に書いてあるものでございます。 

 いろいろと目指すべき将来像ということで書いてございまして、こういった中で、ＧＤＰの

成長の見込みといったものを含めまして、また我々としてもいろいろと使わせていただけるよ

うなデータがあるのかなということでございまして、例えば上から３つ目でございますが、労

働力率ということでございまして、特に高齢者の労働力率は非常に高くなるといったことが予

想されている話。あるいは上から５つ目にございますけれども、産業の姿ということでござい

まして、特にアジアの製造業の生産の伸びが高いといったことに引っ張られまして、我が国の
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製造業も高い生産性の伸びを確保するといったことが見込まれているということでございます。 

 あるいはその下でございますけれども、外国人旅行者について、2030年に日本を訪れる旅行

者が4,000万人に達する可能性があるといったことが書かれているということでございます。 

 さらに、下から２つ目でございますけれども、健康寿命が80歳ということ、あるいはそうい

ったものを踏まえて可処分時間ということでございますけれども、自由に活動できるような時

間といったものが今現在から１割以上増えるといったことがこういった中でうたわれていると

いうことでございます。 

 具体的に８ページ目が実質ＧＤＰということでございまして、折れ線グラフで書いてあるも

のが、実質ＧＤＰの伸び率ということでございます。2006年から2012年まで１％台半ば、さら

に2013年から2020年まで２％程度、さらに2021年以降、30年までが１％台半ばといったものが

この中でうたわれているということでございます。 

 さらに、次のページ、９ページ目でございますけれども、労働力人口が2005年と2030年で示

されているということでございまして、特に高齢者の労働力率が高まっているということで、

この辺が増えているということでございます。 

 さらに、最後の10ページ目でございますけれども、健康寿命が延びますということで、今現

在のこれは平均寿命じゃなくて、健康寿命ということで、下のほうの注に書いてございますけ

れども、健康寿命というのは心身共に健康で自立している期間であるということでございまし

て、こういった年齢が今現在は75歳までであるのが80歳までということで５歳ぐらい延びるだ

ろうといったことが補足されているということでございます。 

 人口及びＧＤＰの背景として紹介しましたが、そういった中でこういったデータも我々とし

ては参考にしながら、将来のモデル組むときの前提ということで検討していきたいということ

で紹介させていただきました。 

 続きまして、資料５、資料６、それぞれ進めさせていただきたいと思います。 

 具体的な我々の推計モデルをどういうふうにやっていくかという話でございます。 

 前回、ざっとだけ紹介させていただきましたので、今日はかなり細かい、具体的にどういう

推計フローで将来の需要を推計しているかといったことを一個ずつ追いながら進めていきたい

と思います。 

 まず２ページ目でございますけれども、旅客のほう、乗用車系でございますけれども、まず

人口といったものをベースにしながら、発生原単位といったモデルをつくるといったことで、

要するに人が１日どれだけ移動しますといったこと、こういったものを使いながら人口をかけ
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合わせて、全機関ののべ利用人数というものを出すということでございます。次に、乗用車の

分担はどのくらいかといったことで、乗用車の分担率モデルといったものを使って、乗用車の

のべ利用人数というのを出すというのが次のステップでございます。これまでは、そこからそ

のまま真下におりまして、薄く点線で書いてあるところでございますけれども、のべ利用人キ

ロ、さらに走行台キロということで、これまでのモデルは出してきたという経緯がございます

けれども、今回につきましては、この出てきた数字をその次のＯＤ表、あるいは実際の路線ご

との配分といったことに進めていく中で、ＯＤ表というのはもともと台トリップ数ということ

で規定しますので、そこの数字の関係を明確にするという観点からも台トリップ、１台当たり

がどのぐらい出かけるかといったことを整理するのが正しいのではないかということでござい

まして、今回は左側のほうにいきまして、のべ利用人数から台トリップ、走行台キロといった

流れに進んではどうかということで、事務局としては考えているということでございます。そ

ういった中ではまずのべ利用人数から台トリップ数ということで、人数から台数に落とすとい

うことですので、平均輸送人数モデルということでございますけれども、要するに１台当たり、

どのくらいの人が車に乗っているかといったものをモデルを組んで推計し、その数字で割り算

することによってトリップ数を出すということでございます。 

 さらに、そのトリップ数から、１台当たりがどのくらいの距離を移動するのか。１回当たり、

１トリップでどのぐらい距離を移動するかといったことの平均利用距離のモデルというのをつ

くりまして、走行台キロというのをつくっていくということでございます。この台トリップ、

あるいは台キロといったものをその後のＯＤ表といった流れに使っていくということを今回考

えているということでございます。 

 それでは、具体的に、それぞれのモデルをどういうふうに考えていくかといったことに進め

させていただきます。 

 まず４ページ目が全機関のべ利用人数の推計ということで、発生原単位のモデルというもの

でございます。これについては現行の平成14年につくりました推計モデルも同じようにやって

いますので、その概要ということで紹介させていただきます。 

 発生原単位というものは平日、休日によって当然動きも違う、あるいは地域別ということで

大都市と地方の山間部といったところで当然人の出かける機会も違うでしょうという話。ある

いは個人属性ということで、具体的には男性、女性、あるいは働いているか、働いていないか

という話、あるいは年齢階層、あるいは免許を持っているか、持っていないかといったこと。

こういったことに応じて、出かける機会も変わってくるんじゃないかということでそれぞれ分
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けるということ。さらに、目的別ということでございまして、左下に書いてございますけれど

も、通勤・通学・業務・帰宅・私用といったことで、それぞれ目的によって出かける回数もか

なり違うんじゃないかということでございまして、それぞれかなり細かいデータになりますけ

れども、分けた形で原単位の設定をしております。それに、将来の人口等を掛けることによっ

て変化率というのを求めるということでございます。 

 なお、４ページ目の右側に書いておりますように、基本的に今現在の14年のモデルにつきま

しては発生原単位といったものはパーソントリップ調査から得られるデータをそのまま現況値

と変わらないということで設定をしてございまして、要するに将来の人口の割合が変わるとい

うことによってトータルの外出機会の回数も変わるでしょうということを考えているというこ

とでございます。ただし、私用目的といったものは、自由時間が増大するのではないかという

ことで増大する。あるいは高齢者につきましても今現在働くよりも働く人が増えるでしょうと

いうことで、通勤目的の発生原単位が増えるんじゃないかということを想定し、増加を見込ん

でいるということでございます。 

 今現在はこういったモデルを組みまして、まず発生原単位ということを見込んでいるという

ことでございます。 

 ５ページ目でございますけれども、最近の動向がどうなっているかということでございます

が、前回もご指摘ありましたように、高齢者といった方々がどんどん増えているという中で、

その高齢者の中でも年齢階層によってかなり動きが変わっているんじゃないかということでご

ざいます。そういった中で、先ほどご紹介しましたように健康寿命といったものも今現在の75

歳といったものが80歳まで上がるんじゃないかといったことが見込まれているということでご

ざいまして、そういったものを踏まえまして、③番にございますが、今回の新しい推計につい

てはどういうふうに考えているかという事務局の案でございますけれども、今の傾向を踏まえ

まして、高齢者の中でも階層によって分けて考えるべきじゃないかということでございまして、

今までは65歳以上の区分ということで一くくりにしていたんですけれども、今回はそれを65歳

から74歳といったところと、75歳以上といった２つの区分に分けて設定したらどうかというこ

とでございます。ただし、そういった中で、④番、検討すべき課題（例）ということでござい

ますけれども、これについては具体的な数字は本日のいろいろなご議論を踏まえて事務局とし

て整理したいと思っていますけれども、例えば高齢者であるとか、あるいは女性といったもの

の発生原単位、これが最近増えているわけですけれども、この傾向がどこまで続くのかといっ

たことをどういうように見込むかといった話。あるいは目的別の発生原単位ということで、こ
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れも前回紹介しましたけれども、業務目的のトリップ数が減っていて、私用の目的が増えてい

るという傾向が実際出てきていますので、こういった傾向をどういうふうに見込んでいくのか

といったことがモデルを組んでいく上での課題として上がってくるのかなということでござい

ます。 

 続きまして、６ページ目が、そういったことで全体の考え方はそうなんですけれども、実際、

国会とかでもいろいろ指摘されたり、前回のモデルのときでもいろいろご議論があったんです

けれども、先ほど言いましたように免許を持っているか、持っていないかといった人口を掛け

るといった中で、免許保有者数をどういうふうに見込むかといったことも一つの大きなポイン

トだということでございます。それについて整理したのが６ページ目以降でございます。 

 免許の保有者数につきましては、現行の推計の概要ということで書いてありますように、第

１種の普通免許といったものを対象にしまして、これは過去の傾向として、25歳から29歳とい

ったところがそれぞれの年齢階層の人口に占める免許保有率といった割合が一番高いといった

ことがございまして、その数字を活用しながら、２番目にありますように、それまでより若い

世代についてはその数字にすりついていくという話、あるいはⅲ）番にございますけれども、

30歳以降といったところは、下のほうに書いてございますけれども、例えば2000年で35から39

歳が83％という人口に対する保有率を持っているという場合には、５年たったらその世代が同

じように83％持っているでしょうということを仮定として置いていると。これは要するに新し

い免許等は別に取得しないとともに、一方で、一度取得された免許は全て更新されるといった

ことを前提ということでございます。人口については亡くなる方もいるということもあったり

して、その部分は変わるんでしょうけれども、人口に対する免許の保有率は変わらないだろう

ということで推計をしてございます。 

 ただ、将来にわたってずっと持っているかというと、81歳を超えたら、もう免許を持ってい

る人はぱたっといなくなるという設定にしており、高齢者についてはそういったことで運転す

る人も減るでしょうということを前提に前回の推計というのは組んでいるということでござい

ます。 

 じゃあ、それに対して現在どうなっているかというのが７ページ目のデータでございます。

右側の表を見ていただきたいんですけれども、左側にありますのが2005年の免許保有者数とい

うことでございまして、左から現在の推計値と実績値ということで従前に組んだモデル上の推

計値と実績値というものを比較したものでございます。これだけ見ますと、特に男性のほうの

若い世代、25から29とか、30から34といったところがかなり2.6％、２％ということでマイナ
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スという数字が並んでいるということでございまして、要するに推計に対して実績値が下回っ

ていると。過大な推計になっているんじゃないかといった形に見えるということでございます。 

 同じように、その右側にありますけれども、免許の保有率といったものを比較しますと、若

干パーセンテージが違うんですけれども、同じようにマイナスが並んでいるということで、こ

れも推計値のほうがちょっと高いと、実績値が下回っているという傾向がございます。 

 ただ、これはなぜかというと、ちょっと上のほうに文章を書いてございますけれども、今の

免許統計のやり方が第１種の普通免許というものよりも上位の免許を取ると、そこの統計値か

ら数字が外れるというような数字の整理がされてございまして、具体的には例えば第１種の大

型免許を取ると、普通免許からは数字が外れてしまうということでございます。 

 そういったこともあって、特に男性の若い方につきましては、先ほど大型車を取る方が減っ

ているという話はしたんですけれども、そういった中でも普通免許から大型免許に切り替える

という方が多くいらっしゃいますので、そういったことによって、この数字がマイナスに出て

きているのかなということでございます。 

 一番右側がそういったことも加味しまして、全免許ということで書いてございますけれども、

これは自動車を運転できる免許ということで、二輪車とかは含んでございませんけれども、そ

ういったもので同じように免許保有率といったものを５年間にスライドさせるというふうにや

りますと、少なくともマイナスという数字は出てこないということでございまして、５年前の

数字とその世代の免許を持っている保有率というのを比較すると、どの世代でも増えていると

いう傾向でございます。少なくとも過大な推計にはなっていないというのが現在の数字から読

み取れるということでございます。 

 そういった状況も踏まえながら８ページ目でございますが、最近の動向ということですが、

そうはいっても、７ページにも書いてございますけれども、一方で高齢者のところはどちらか

というとマイナスといった数字が出てくるということでございまして、これは先ほど紹介しま

したように、ずっと免許を持ち続けるといった仮定が現実に合っていないということでござい

ます。実際に、60歳を超えたあたりから免許を更新しなくなってくるという方が徐々に増えて

きているのかなということが想定されますし、あるいは８ページ目のところの最近の動向とい

うことで書いてございますけれども、高齢者の免許保有について、返納者に対して「運転経歴

証明書」を発行するといった自主返納制度といったものが平成14年から道路交通法で位置づけ

られたということで進んでいるということでございます。 

 今現在、平成18年の数字ですけれども、この申請に基づいて自主的に取り消したという件数
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は２万3,000件、その中で証明書を発行したのは１万5,000件強ということなので、まだまだ数

字としては正直少ないような状況なんですけれども、そうはいっても一方でこの箱の中に書い

ていますように、一部の自治体でかなり積極的に、例えば運転経歴証明書というのを持ってい

けば公共交通機関の乗車券をただで渡しますといった取り組みをしており、交通安全という観

点からもこの動きはこれから盛んになってくる可能性もあるのかなということでございます。

こういったものが最近の背景でございます。 

 そういったものを踏まえまして、新たな推計についてどう考えるかといったことでございま

すが、これに関して国会での議論というのがございました。参考資料の１でも具体的に国会で

の発言の内容といったものを配付させていただいておりますが、免許保有者数の推計方法に問

題があるんではないかといったご指摘がされたということでございます。 

 具体的にはスライド方式という先ほど紹介しました各年代が免許保有者率がそのままスライ

ドしていくという方式が問題じゃないかということで、コーホートといった考え方を取り入れ

たほうがいいんじゃないかといったご指摘がされたということでございます。 

 そのご指摘に対して、今回事務局が考えているものといたしましては、そもそも国会での回

答が十分じゃなかった面はあるんですけれども、今現在のそもそもこの推計方法といったもの

がまさにコーホートの考え方に基づいていますということでございまして、そういったことか

ら見ても、考え方としては妥当じゃないかと考えていると。あるいは２つ目にありますように、

先ほども紹介しましたように、今現在の推計方法による結果の再現性というのが非常に高いと

いうことでございます。一方、先ほど紹介しましたように、第１種普通免許だけの推計をする

よりは全免許の数字を使ったほうが精度が高いということもございますし、また免許の区分が

昨年６月から変わりまして、中型免許という免許が新しく設けられたことによって、今後連続

性のデータがとれないということがございまして、そういったことを踏まえても、すべての自

動車運転可能な免許者数を対象にするといったことに変更しながら、今と同じような考え方に

基づいて推計を行うといったこととしてはどうかということでございます。 

 さらに、一番下にありますけれども、高齢者について、免許が更新される割合というのが実

際減少傾向にあるといったこともございますので、こういったものもちゃんと反映したらどう

かということでございます。 

 検討すべき課題としてはこの下がるといったところをどういうふうに見込むかといったこと

も一つ検討課題かなということを８ページの下に示してございます。 

 続きまして、９ページ目でございますが、もう一点、人口を推計する中で重要なのが就業者
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数ということでございます。これについては、現行の推計でＧＤＰを想定する中で、これは国

土審議会の中で、中間報告の中で考え方が整理されていたということでございますが、将来の

労働力の人口といったものをどのように見込むかという中で、９ページの右下にありますよう

に、女性の労働力率が高まるということで、2015年度には現在のスウェーデン並みにまで女性

の労働力率が高まるんじゃないかといったことを前提としていたということでございます。 

 そういったことに基づいて労働力人口というのを推計したということでございます。 

 これに対しまして、10ページ目でございますけれども、同じように先ほども紹介しましたよ

うに、2030年の労働力率といったものが経済財政諮問会議の日本21世紀ビジョンという中で整

理をされているわけですけれども、こちらではスウェーデン並みといったことは使われていな

いということでございます。国会でもこのスウェーデン並みといった推計が過大じゃないかと

いったご指摘をいただいたということでございまして、これも参考資料２ということで実際の

議事録、あるいは配付資料といったものはつけさせていただいておりますけれども、その中で

は実際に最近の最新値の数字を見ながら、2015年でスウェーデン並みというのはそこまで最近

の傾向が推移していないじゃないかといったご指摘をいただいたということでございます。こ

れも過大な推計じゃないかというご指摘をいただいたということです。 

 それに対して、今回は先ほどご紹介しましたように、重なりますが基本的には日本21世紀ビ

ジョンといったものを使うことを考えてございまして、この中ではこのスウェーデン並みとい

ったことは前提条件としては置かれていませんということを紹介しているということでござい

ます。 

 そういったこともございますので、我々としてはこの数字を前提に、これから就業者数とい

った推計を行っていきたいという内容でございます。 

 続きまして、今紹介しましたのは地域内の発生原単位のモデルということなんですけれども、

11ページ目は地域間ということでございまして、もうちょっと長距離のトリップといったとこ

ろの原単位をどう見るのかという内容でございます。 

 長距離ですので、目的については業務目的と観光目的といった２つだけを設定しているとい

うことでございます。これについても男女別、あるいは65歳より上か下かということで設定し

ているということでございます。 

 左下にありますように、業務については原単位は変わらないだろう、観光についてはかなり

これから伸びてくるんじゃないかといったことをモデルとして、前提条件として置いていると

いうことでございます。 
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 それに対して最近の動向がどうなっているかということでございますが、12ページ目でござ

いまして、業務目的、左側のほうでございますけれども、かなり右肩上がりでトリップ数が増

えきたんですけれども、最近ちょっと山を折って下がっているという傾向でございます。一方、

観光目的、右側のほうでございますけれども、0.017、0.017、0.018ということで、微増とい

った形で推移しているということでございます。 

 これについては今回のモデルは考え方は変えずに将来値をどうするかといったことの検討が

必要なのかなということを事務局としては考えているという内容でございます。 

 続きまして、こういった発生原単位ということで、全機関でののべ利用人数を出した後、そ

の次に乗用車の分担率がどうなるかといったことを推計していくモデルというのが14ページ目

以降ということでございます。 

 まず、同様に地域内と地域間ということで分けてございますけれども、地域内の乗用車の分

担率モデルはどう変えていくかということでございまして、これについてはちょっと式はやや

こしいですけれども、右下にありますいろいろな説明変数というのを使いながら、例えば鉄道

のサービス水準といったものが上がれば、その分鉄道の利用者が増えるでしょうということを

置いたり、そういったことによって、分担率ということを推計しているモデルを組んでござい

ます。これについて目的別、地域区分ということで左下にありますけれども、そういったこと

で組んでいるということでございまして、じゃあ、自動車についてはどうかということでござ

いますけれども、自動車については特に、例えば乗用車の保有台数であるとか、あるいは免許

保有者数といったもの、こういったものが増えてくると乗用車の分担率は高まっていくんじゃ

ないかといったことを今現在のモデルとしては組んでいるという内容でございます。 

 次のページ、15ページ目でございますけれども、そういった中で最近の動向がどうなってい

るかということでございますが、機関別分担率は前回の第１回の資料で紹介させていただきま

したので割愛させていただきますけれども、大体地方都市圏が特に伸びていますが、三大都市

圏も含めて乗用車の分担率というのは伸びている傾向になっていますという傾向を示させてい

ただきましたけれども、一方で近年東京都とか大阪といった大都市部といったところはこの傾

向が若干鈍化しているという傾向が見られるということでございます。 

 それが15ページの下にありますように、平日、休日別の全国パーソンのデータを東京と大阪

と名古屋の３つの都市圏に分けたデータでございますけれども、特に平日のほうを見ていただ

ければ顕著ですけれども、大阪は26、26ということで横ばいと、東京は23から22ということで

下がっているということでございます。一方で、中京、名古屋のほうは40から49ということで
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大きく上がっているということでございまして、今までは三大都市圏すべてまとめてモデルを

組んでいたんですが、この３つの都市圏でかなり傾向が違ってきているんじゃないかというこ

とでございます。 

 そういった状況を踏まえまして、16ページ目でございますけれども、今回の新しいモデルに

ついては今まではまとめていた三大都市圏といったものを首都圏と近畿圏と中京圏といったこ

とで区分を分けて推計したほうがさらに精度の高いモデルとしてなるんではないかということ

で考えてございます。 

 そういった中で、検討すべき課題ということを挙げていますけれども、特に首都圏や近畿圏

において、今後どういった傾向を示していくのかといったことが一つの検討課題ではないかと

いうことでございます。 

 17ページ、18ページ目は地域間の分担率モデルということでございまして、説明変数として

いるものは違うんですけれども、同じように飛行機、鉄道、バス、自動車といったものそれぞ

れの説明変数を使いまして分担率といったものを設定するというものでございます。 

 18ページ目が現在のデータということでございまして、こういった傾向が今示されていると

いうことでございます。 

 そういったことで乗用車ののべ利用人数というのが出た後に、そこから台トリップというも

のを推計するというステップが次のステップということで20ページ目でございます。 

 これについてはまず平均輸送人数、すなわち１台当たりでどのぐらいの人が乗っているかを

推計するものでございます。これも目的によって乗っている人数がかなり違い、通勤・通学だ

と１人で乗っている方が多いんでしょうけれども、観光とかになると家族で出かけるというこ

とも増えますのでかなり変わってくるということで目的ごとに分けて推計モデルを組んでいる

ということでございます。 

 最近の傾向がどうなっているかというのが21ページ目でございます。左側に目的別、あるい

は軽乗用車と普通乗用車ということで分けてデータを示してございますけれども、どの目的を

見ても大体どちらかというと右肩下がりということでございまして、１台に乗っている人の数

が徐々に減ってきている傾向になっているという傾向が出てきてございます。さらに、一番上

の四角に書いてございますけれども、軽乗用車以外の乗用車と比べると軽乗用車の場合には１

台当たりに乗っている人数というのは少ないという傾向も出てきているということでございま

す。 

 そういったことで冒頭でも紹介しましたけれども、軽乗用車の使われ方も違っているという
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ことも含めて、このように乗車人数もかなり傾向が違うということですので、後で紹介します

が、区分して考えるということにつなげていきたいということです。 

 21ページ目の右側のほうでございますけれども、そういった中で平均乗車人数というのはど

ういうふうに考えていたかというと、世帯当たりの保有台数であるとか、あるいは世帯の平均

世代人数といったものと関連するんじゃないかということでございます。 

 具体的に言いますと、１世帯で車をたくさん持っているという世帯は１人１台という傾向が

強くなるので、１台当たりに乗っている人の量は減るでしょうという話、あるいは平均世帯人

数ということでございますけれども、例えば一家４人の家族と一家６人の家族というのを比べ

ると特に観光とか出かけるときには乗っている人数が多くなるでしょうといったことで、そう

いった相関関係が見られるといったことがこれまでの実績としても出てきているということで

ございます。 

 こういったものを踏まえながら22ページ目でございますけれども、先ほども紹介しましたが、

軽乗用車と軽以外で分けるといったモデルであるとか、あるいは最近の傾向を踏まえてどうい

った説明変数を使うかといったことを検討しながらモデルを組んでいくといったことが必要で

はないかということを考えているということでございます。同じように検討すべき課題につい

ては将来の保有台数とか世帯の動向といったものをどのように見込んでいくかといったことが

検討課題ではないかということでございます。 

 24ページ目が続いて台トリップから台キロをつくって推計していくというモデルでございま

す。 

 具体的には、平均利用距離ということでございまして、１トリップ当たりどのぐらいの距離

を移動するかということでございます。これも目的によってかなり違っておりますので、目的

ごとに分けたモデルを組んでいくということでございます。 

 25ページ目が最近の動向ということでございますが、これも同様に軽と軽以外ということで

分けると軽乗用車の平均利用距離というのは資料３の中でも紹介しましたけれども、短いとい

う傾向を示しているということでございますので、結論としては26ページ目に書いてございま

すけれども、新たな推計に当たっては軽乗用車とその他を分けるといったモデルを組んではど

うかということでございます。 

 そういった中で、将来の平均移動距離をどのように見込むかといったことが検討課題という

ことでございます。 

 最後ですけれども、28ページ目でございますが、そういった中で、乗用車の保有台数という
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のを推計してございまして、この数字が先ほども紹介しましたように、例えば分担率モデルと

かそういったところにも反映されてくるということでございます。 

 この乗用車保有台数をどのように推計するかといったことでございまして、これについては

28ページ目にございますように、基本的には世帯当たりの保有率がこれまでどういう傾向を示

しているかといった数字を使いながら推計値を立ててきたという結果がございます。 

 実際にどういう数字になっているかというのは29ページ目でございまして、これも第１回の

検討会の資料にも一部入っていましたけれども、東京とか神奈川で世帯当たりの台数というの

は減っているという傾向があるように、同じように関東臨海とか近畿臨海といったところで世

帯当たりの保有台数というのはほぼ横ばいになっているという傾向にございます。 

 一方でそれ以外の地域は増加傾向を示している地域が非常に多いということでございまして、

そういったものを踏まえまして、30ページ目にありますように、こういった状況を踏まえて、

やはり２つの地域を分けるべきじゃないかということで大都市と地方部でモデルを分離として

推計するといったことが必要ではないかということでございます。 

 さらにそういった中では軽乗用車の割合が非常に高まっているということで、最新値では４

分の１を超えているということでございますので、これも軽乗用車あるいはその他乗用車とい

ったことを分けて推計するといったことを検討してはどうかということを考えているというこ

とでございます。そういった中で、30ページ目の下でございますけれども、検討すべき課題と

いうことで書いてございますが、そういった地域別の保有台数をどのように見込むかという話、

あるいは軽乗用車の動向をどのように見込むかといったところ、特に軽乗用車の場合は、非常

に右肩上がりということで直線的に保有率が伸びていますので、それで本当にそのまま増加し

ていくのか、それともどこかで上限になるのかといったところ、こういったところをどう見込

むかというのも非常に大きな課題ではないかということでございます。 

 31ページ目以降、今紹介したようなデータも含め、前回の資料の抜粋ということで再掲させ

ていただいたものでございます。 

 続きまして、資料６ということで貨物のほうの推計モデルということでございます。 

 基本的には流れは全く一緒ですので割愛しながら説明させていただきたいと思います。 

 まず２ページ目が同じように将来の交通需要の推計フローということでございます。 

 貨物につきましては、ＧＤＰといったものを基本的なベースに使いながら将来の生産額・輸

入額といったものをまず推計いたしまして、そこから実際に物がどれだけつくられるか、運ば

れるかといった輸送トン数というのを出します。次に、それが全機関ですので、そのうち貨物
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車、車を使うのがどれだけあるかといったものを分担率モデルを使って推計します。さらに、

これまではそこからトン数からトンキロ、台キロということで下に降りてきたんですけれども、

同じようにＯＤ表をつくっていくという過程の中で左側にいって、トン数から台トリップ、台

キロといった流れに進んでいこうということを考えているということでございます。 

 ３ページ目でございますけれども、一方で軽貨物につきましては、これも前回のモデルの中

で分けてございまして、軽貨物の場合は長距離というよりは短距離の都市内を運ぶといったも

のがほとんどですので、これはかなり生活に密着するであろうということでＧＤＰというより

は人口との相関関係が強いのではないかということを考えて、同じような流れでございますけ

れども、トン数から台トリップ、台キロといった流れで推計するといったモデルを今回組んで

いきたいということを考えてございます。 

 具体的には５ページ目以降でございますけれども、まず全機関の輸送トン数を推計するとい

う中で、生産額・輸入額のモデルというのを組んでいくということでございます。これについ

てはＧＤＰが伸びていけばそういった生産額・輸入額が増えてくるでしょうということで、Ｇ

ＤＰとの関係というのを整理したということでございます。全産業の総生産額は、「総生産額

の対ＧＤＰ比率」を乗じて推計する。あるいは輸入額も同じように成長を見込んでいくという

ことで推計したということでございます。 

 そういった全体の数字を推計して、その後品目別、具体的には６ページ目のところにありま

すけれども、雑工業品までの９品目ということで分けて推計をしているということでございま

して、それぞれに区分して推計しているという流れでございます。 

 ７ページ目にそういった動向がどうなっているかという数字でございます。 

 左側が全産業の生産額とＧＤＰとの比率というものを整理したものでございまして、増減は

ありますが、ほぼ横ばいの傾向で進んできているということです。ただ、最近の10年近く見る

と徐々に右肩下がりになってきているのかなということでございます。 

 一方で右側のほうは輸入額とＧＤＰとの比率ということでございまして、これについては右

肩上がりで軒並み安定して増えてきているという傾向が出てきているのかなということでござ

います。 

 一方で８ページ目が品目ごとの同じようなデータでございまして、かなり伸びているもの、

例えば機械みたいに右肩上がりでぐっと伸びているというものもあれば、かなり下がってきて

いる、特に窯業とか土石製品とか石油製品といったところみたいに、どちらかというと今まで

上がってきたんですけれども、最近５年、10年見ると下がっているという傾向も出てきている
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のかなというのが品目ごとの状況になっているということでございます。 

 ただ、９ページ目にありますように、基本的な考え方としては、今までの考え方をそのまま

踏襲するということを考えていまして、ＧＤＰとの相関は高いでしょうということを考えてお

りまして、こういったＧＤＰとの比率というのを使って、総生産額、あるいは輸入額といった

ものを出していきたいということを考えてございます。 

 そういった中では将来の増減をどう見込むかという話、あるいは各品目の状況はかなりばら

ついていますので、そういったものをどう見込むかといったことが課題なのかなということで

ございます。 

 10ページ目以降は、その全機関の額から量、物量を計算するということで、輸送原単位モデ

ルということで書いてございますけれども、その原単位、要するに額当たりどのぐらいのもの

としてできるかといった原単位をつくりまして、物量に置き換えていると。トン数に置き換え

ているという作業でございます。これについても基本的に過去の実際の数字をもとに傾向を予

測していくという考え方でございます。 

 具体的には11ページ目にありますように、最近の動向でございますけれども、こちらも品目

別に見ますとかなり大きく数字がばらついているというところが出てございまして、特に右肩

で上がっているような軽工業品とか、雑工業品のようにかなり上がっているというものもあれ

ば、鉱産品のように、価格に対して物の量が大きく下がっているといったものもあるというこ

とでございまして、非常に大きな大小関係があるということでございます。こういったものも

傾向をどのように見込むかというのは今後の課題なのかなということでございます。 

 そういった中で、今まではこういった数字を使っていたんですが、12ページ目にありますよ

うに、これも細かい話ですけれども、農林水産品とか、軽工業品とか雑工業品といったもの、

これについてはどちらかというと国全体のＧＤＰというよりはむしろ人々の生活活動に連動す

るのではないかということでございまして、そういったことで人口当たりといったものを、人

口というものも加味したほうがより正確な値が出るのではということで試算してみたのが12ペ

ージ目でございます。これを見ますと、かなりこのグラフの傾きが同じような感じで進んでい

るということでございます。 

 今は物をつくるということでございますけれども、一方で廃棄物といったものもこれから当

然物の量としては非常に多いということでございまして、その量をどう見込むかというのが13

ページ目でございます。これについては第二次産業生産額といったものとの相関が高いという

ことで考えてございまして、具体的には右側にございますけれども、かなり右肩下がりでござ
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いますけれども、同じような直線的な傾向を示しているということでございます。 

 こういったものも踏まえまして、14ページ目でございますけれども、基本的に考え方は前回

と変えるということは考えておりませんで、同じように貨物輸送原単位といったものを過去の

傾向を見ながら推計していくということかなということでございます。 

 16ページ目以降が分担率のモデルということでございます。これについては17ページ目にあ

りますように、ほぼ横ばいということですので、同様の傾向かなということでございます。 

 あるいは18ページ目以降ですけれども、貨物の場合には特に車種業態別にかなり傾向が違う

ということがございまして、19ページ目でございますけれども、具体的には営業用か自家用か、

あるいは普通貨物か小型貨物かといったことによってかなり傾向が違っているということでご

ざいまして、特に自営転換が進んでいるということで自家用が非常に減っているという傾向が

ございますので、こういったものを20ページ目でございますけれども、過去のトレンド等も見

ながら将来どういうふうに設定するかといったことの検討が必要ではないかということでござ

います。 

 さらに、22ページ目以降でございますけれども、そこから輸送トン数から台トリップという

のを計算していくということでございまして、同じように、先ほどは乗用車の場合には１台当

たり何人乗っているかということでございますけれども、貨物の場合には１台当たり何トン運

んでいるかというデータでございます。 

 23ページ目に最近の傾向を示しておりまして、左側に輸送トン数ということで示してござい

ます。そういった中でも特に右側にありますように、長距離と短距離でかなり傾向が違ってい

るということで、短距離はどちらかというと積載トン数が減っている、長距離は増えていると

いうことでございますので、前回も紹介しましたが、こういったものを分けた推計というのが

必要なのかなということを24ページ目に整理させていただいております。基本的には品目別に

分けて考えるという中で、距離帯別に推計するということでございます。 

 そういった中で24ページ目の下にありますけれども、その平均積載トン数というのが自家用

普通貨物車で下がっている、あるいは長距離が増えているということなんですけれども、こう

いったものを将来としてはどういうふうに見込んでいくのかは一つの課題ではないかというこ

とでございます。 

 さらに26ページ目以降が台トリップから台キロを推計していくという流れでございまして、

平均輸送距離というのをかけ合わせるという作業でございます。 

 27ページ目が最近の傾向ということでございまして、こちらも右側を見ていただければ明ら
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かですけれども、特に営業用普通貨物というところが距離帯別によってかなり傾向が違ってい

るということで、長距離のトリップの１台当たりの距離が長くなっているという傾向が出てき

ているということでございますので、28ページ目にありますように、このモデルについても長

距離と短距離というのを分けて平均利用距離というのをつくるという考え方としてはどうかと

いうことでございます。検討すべき課題としては、そういったものを将来どのように見込むの

かといったことでございます。 

 30ページ目でございますけれども、保有台数ということでございます。こちらにつきまして

は貨物の場合には車１台当たりのトリップ回数ということで、要するに車が何回転するかとい

ったことを将来推計していくということを考えてございまして、31ページ目が最近の傾向とい

うことでございます。自家用のほうは増減がございますけれども、かなり安定して１台当たり、

何回車で出かけますかといったことは安定しているんですが、左側のほう、営業のほうは最近

特に1999年に対して2005年が増えているということでかなり回転数が上がっているという傾向

がございます。32ページ目ですが、こういったものを将来的にどう見込むかといったところが

課題ではないかということでございます。 

 いずれにせよ、１台当たりのトリップ回数といったものを推計して保有台数というのを推計

していくということを考えているということでございます。 

 34ページ目以降が同じように軽貨物車の将来需要をどう見込むかということでございまして、

今の流れと全く同じような流れで組んでいくということを考えてございます。 

 35ページ目のところに、最近の傾向ということでいろいろ数字を上に載せてございますけれ

ども、特にこちらも営業用軽貨物といったところに平均輸送距離、真ん中のところでございま

すが、かなり増えているという傾向があったりということが特徴的なのかなということでござ

いまして、同じような流れで予測はしていきたいと思ってございますけれども、こういった傾

向を将来的にどのように見込んでいくのかといったところが今後の課題になっていくのかなと

いうことでございます。 

 すみません、ちょっと長々と申しわけありませんでしたけれども、以上です。 

○石田委員長 たくさん説明していただきましてありがとうございます。 

 ４が人口、ＧＤＰとの背景シナリオで、５が旅客、６が貨物ですが、順番にやっていきます

かね。４で何かご意見とかご質問とかございますか。 

 どうぞ。 

○鈴木委員 この３ページ目の見通しは、９ページに書かれている60歳から64歳の労働力率の



 30

アップというのが織り込まれた見通しということですか。どのぐらい労働にかかわるかという

ところというのは新しい推計には反映されていると考えればよろしいのですか。 

○石田委員長 お答えいただけますか。生産年齢人口と労働力率との関係はどういうふうにな

っているか。 

○事務局 ９ページにあります労働力人口のほうは平成17年に立てられていますので、時期的

に最新の人口推計が出る前の状況でございますので、平成14年の１月という古い推計値が前提

になっています。ですから、平成18年12月の新しい推計値はこの新しい21世紀ビジョンのほう

に反映されていないという状況でございます。 

○石田委員長 よろしいですか。 

○原田委員 これを見ると平成18年12月の新しい推計について、１ページの仮定で将来人口が

社会保障・人口問題研究所の５つの仮定で出ている。それとは別に、それぞれの年齢の労働力

率は、平成17年４月の21世紀ビジョンで出ているので、ここで使う。 

 それで、労働力率が性別にはなっていないんだけれども、後ろでは性別に労働力率を論じて

いるので、男女別の労働力率についても21世紀ビジョンで出ているかどうか確認していただき

たいと思います。 

○石田委員長 そういうデータが公表されていれば、性・年齢対象別に計算できるわけだから

そっちのほうがいいですよね。 

○道路経済調査室長 いずれにしても、最新のデータを使えるものはすべて使って、置き換え

ていけるものは置き換えていくという判断をしてまいります。 

○石田委員長 ７ページの健康寿命80歳とか可処分時間の伸びっていいんですが、特に可処分

時間に関しては、それが本当に交通行動に反映するかどうかということを過去のデータで検証

しておかないといけないのかなというふうに思うんですけれども、そういうデータって利用可

能なんですか。 

○道路経済調査室長 ご指摘のように、今のモデルは可処分時間が増えることによってトリッ

プが増えるというような形で想定されていますので、そこはしっかり精査をします。 

○石田委員長 多分そうだと思うんですけれども。そんな可処分時間が伸びて、誰も家でじー

っとしているというのはとてもハッピーじゃないから、いろいろな意味で社会参加として楽し

んでいただくということからはそうありたいし、そうなると思うんですけれども、確認だけと

いうことです。 

 どうぞ。 
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○鈴木委員 この７ページに書いてある労働生産性の長期的な数値なんですけれども、これは

このビジョンで書かれているということなんですけれども、労働力の流動性が高くなると景気

のアップダウンのときに労働力で調整するということで、生産性が下がるんですよね。資本じ

ゃなくて労働力で調整するから。しかも資料にもありましたように商用車のほう、資料にもあ

りましたように二次産業とかそっちのウエートがだんだん下がってきてサービス業のウエート

が高くなってくる経済構造になってくると、その影響というのはますます強く出てくるという

長期的な見通しがあると思うんですけれども、そういう中でこの生産性が２％強上昇という前

提というのが一般的に公開したときにそういう前提というのが受け入れられるものなのかどう

かというその辺はいかがなんでしょうか。 

○道路経済調査室長 一応こちら、私どもというよりは、経済財政諮問会議において21世紀の

ビジョンを出されていますので、これをそのまま使えるのかどうか、再度また新しい議論があ

るのかどうかは確認をします。 

○鈴木委員 前提が楽観的じゃないかとか、そういうＧＤＰの見通しにかかわってくるところ

なだけに、そういう見通しの前提をもう少しシビアに見ないといけないみたいな話がもしかし

たら出てくるかもしれないなと思ったもので。 

○道路経済調査室長 まさにこれは関係機関のご意見を伺わないとならない点で、調整が必要

だと思います。対応させていただきたいと思います。 

○石田委員長 ほかにございますか。これは先ほど前半の議論でこういうシナリオに関しては、

有識者の方のご意見も聞きながらって説明されていましたけれども、それは第３回以降という

ことでよろしいのですか。 

○事務局 はい。 

○石田委員長 来ていただいてということですか。結構いろいろなところにわたるでしょう。

生産性の問題とか、ＧＤＰとか暮らしとか、有識者って多分いっぱいおられると思うんですけ

れども、それは事務局で聞いていただくという理解でよろしいんですか。 

○道路経済調査室長 一応案をつくらせていただいて、先生方にご相談しながら、できれば幅

広くいろいろな方々に意見を私どものほうで伺って回るのがいいのかなと思っていたんですけ

れども、何かほかにご提案があれば。 

○石田委員長 この政府のって一番のキーポイントになると思うんですけれども、それに専門

家の方の言葉で考えを反映させた形で、適切な組み合わせを考えていくということになるのか

なと思いますけれども。 
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○官房審議官 そうですね。 

 2030年以降の予測ってオフィシャルなものはないんですよね。政策ですよね、目指すべき将

来像。どういう哲学で、このシナリオができているかですよね。このバックグラウンドをよく

調べておかないと。 

○石田委員長 目指すべきという言葉の意味なんですけれども、そこのところをよく考えない

と、例えば2050年までに世界のトップランナーを切って、６割から８割のＣＯ２の減というこ

とをおっしゃっているところもあるわけですよね。それが目指すべきということにした場合に

は、ここで需要予測の前提というのをどう設定するかというのは、これはよく分からない話に

なりますから、逆に言うと、我々が予測をしようとしているシナリオというのはどういう姿な

のかということと、それに対してどういう政策判断を積み重ねていくのかという、これは何か

切り分けて議論しておかないと、ややこしくなって、ちょっと収拾がつかないといいますか、

何を予測をしようとしているのかってわからなくなるのではないかという気がしますので。そ

の辺の整理って非常に大事だと思います。 

 じゃあ、そういうことで先を急ぐようですけれども、旅客に関してはいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○岡本委員 先ほどの労働力人口にもかかわろうかと思いますが、資料５の11ページ、こちら

には個人属性というのは、性・年齢ということになっているんですが、資料を見ていると、あ

れっ、就業率とかそういうのもかかわるのかな。その場合にはここの中には余り明示的に示さ

れていなくて、ただ、12ページの原単位の説明、グラフの下の説明を見ると結局就業者での原

単位とかそういう分け方をしていらっしゃるので、ここは属性という欄に有職か無職かとかそ

ういうような区分も入っているよということは明示されたほうがいいんじゃないかなと思って

聞いていたんですけれども、これは僕の勘違いですかね。 

○石田委員長 どうですか。 

○事務局 就業者１人当たりのトリップ数はこうですよということで、就業者数が増えてくれ

ば当然それは人口のほうにかかってくるので、そっちの掛け算で聞いてきますから、こちらに

は反映していません。 

○岡本委員 原単位には要するにそういうのもカテゴリーとして階層化されているということ

になりますよね。 

○事務局 はい。されています。 

○岡本委員 表現方法のことだと思いますけれども、少なくとも細かく属性は見ているんだっ
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てことだけ確認させてもらいました。 

○鈴木委員 免許人口の予測のところなんですけれども、これは特に若い年齢層の免許保有予

測のところが地域によって大分違うんではないかと、若者の車離れとかと言っても地方は必需

品だから免許を取るんだとか、どこを見るかによって離れていく地域と離れていない地域とあ

って、それを全部足して平均すると、ぼんやりしてしまうというか、方向がその数字が本当に

妥当なのかどうかという判断がしにくいということで、地域で分けて、ここの大都市はこうい

うふうに減っていくけれども、地方は余り下がらないとか、そういうような内訳で見るとその

数字の妥当性というのが理解しやすいなと思うんですけれども。 

○石田委員長 例えば都道府県別でこういう分析をしなさいということですか。 

○鈴木委員 後で出てくる地域区分とかでもありますけれども、都市部とそれ以外とか２区分

でもいいんですけれども、そこは大分様相が違うと思うんです。長期的に考えたときには特に

効いてくるのは。 

○石田委員長 やりたいんだけれども、データが公表されていないんでしょう。 

○事務局 都道府県ごとの年齢階層ごとのデータまでというところは公表されていません。 

○原田委員 この委員会として、あるはずだから出して欲しいと言ってみてはどうか。 

○事務局 東京都の全体の数字はありますので、それも見たいと思いますけれども、ただ７ペ

ージ目に書いてある数字、これは全国の数字ですけれども、全国でも98％という比率なんで、

年代によっては、そんなに多分、これ勝手な想像ですけれども、東京の方々も免許持っている

方は結構若い方がいるのかなと。 

○鈴木委員 現状はそうだと思うんです。それがどんどん減っていっているんじゃないかとい

う話と、それがさらに拍車がかかるんじゃないかという見通しがあるので、そこのところを分

けて見たほうがいいんじゃないかと思うんですが。 

○石田委員長 そうなんですけど、ある意味では10歳前後の人がどうなるかとか、まだ生まれ

ていない人がどうなるかという。 

○鈴木委員 地域によっては乗用車分担という話もありますけれども、これが高くなれば免許

は必要なくなるという社会構造の変化というのがますます進んでいくのではないかなと。 

○石田委員長 ですから、シナリオの設定をどうするのかということとか考えたときに、やは

りきちんとした数量データに基づいたきちんとしたモデルをつくってやらないといけないわけ

ですね。それは先ほども申し上げましたけれども、最善を尽くす。ところが、現実にそういう

いいモデルがない、数学モデルがないとか、いい案がないとか、あるいはできそうだけれども、



 34

データが公表されていないとか、いろいろなものがあって、なかなかそこのところが完璧にと

いうのはなかなか難しいところがあります。そこをどういうふうな形で担保するか。 

 最善を尽くしたからそれで全部オーケーですということにはならないと思いますので。 

○鈴木委員 公表されているデータとされていないデータというのは、アウトプットの時点で

それを出すか出さないかというところで、作業レベルでは使えるデータが何でも使ったほうが

いいんではないかというふうに思う。先ほどの免許のやつも公表されていなくても確認用とし

てはあったほうがいいんではないかなと思うんですけれども。 

○原田委員 以前にも免許について、予測作業の中で最新のデータを要求したが出してもらえ

ずに、そのあと、外部から古いデータを使ってやったモデルでしか考えていないんじゃないか

という指摘があって、そのあとにやっとデータが出たということが実際にはあったんです。だ

から確かに最新データが重要だということについておっしゃるようにデータをきちんと出して

くれ、出したものでやりたいということは、僕は言うべきだと思う。それをちゃんとやった上

で、もし出されなかったら、我々としてはやったけれども出されなかったということも言うべ

きだというふうに思います。 

 たとえば、大都市圏の若者の車離れというのが問題になっているのですから、その実態はど

うなっているか。データでそれが把握されているならば、そこは入れたほうがいいのではない

かという意見を踏まえ、データの入手の可能性をきちんと見ていただくということのほうがい

いような気がします。 

○石田委員長 努力はしてほしいし、するべきだと思います。 

○道路経済調査室長 そういうご指摘があったということでアプローチさせていただきます。 

○原田委員 資料５の最初のほうの４ページ、５ページのところで、まずここでは原単位をど

う見込むか、目的別の発生原単位をどう見込むかとかというのがあって、片方でさっきの健康

寿命が75から80に延びるとかということがあって、何かここに書いてある内容をそのまま読む

と年齢区分を少し分けて今の60から74とか75との違いを見ますと、それを原単位をどういうふ

うにスライドさせるかどうかについては、これから考えますというそういう感じですよね、書

き方としては。ただ、先ほどの健康寿命というだけを見ると、75歳までが今健康寿命で75歳ま

では健康に動いている人が多くて、その人は原単位も非常に多くて、自由時間があれば自由な

目的もいっぱいすると。それが80まで健康寿命が延びるから、2003年の80までの人も自由時間

があれば、遊びに動くけれども、というふうにそのまま読めないこともないんですよね。そう

いうことをやるのか、あるいはもうちょっと我々はデータを持っているんだから、そうは言う



 35

けれども、データ上ではそういうものまでは見込めないぞということであるのか、その辺はデ

ータだけの判断じゃなくて、この国交省のやることとして21世紀のビジョンとどういうふうに

整合させた生活像を描いたというか、どういう原単位にするかということが入ってくるので、

その辺はどうしましょうかという。どちらでも考えられるんですけれども。なるべく21世紀ビ

ジョンで考えていく、そこの生活像とか高齢者はこの辺に住むべきだとか何か言っているもの

があるとすれば、それを組み込むような形でこちらの原単位設定もやるということで、そうい

う流れを非常に重視するのか。あまりそれに引きずられることなく、こちらの経年的な年齢別

の原単位の変化とかそういう形で見たものでやっていくのかというのが健康寿命という言葉が

どーんと出てきているから、ちょっと気になったんですが、その辺はどういうふうに考えてい

らっしゃいますか。 

○道路経済調査室長 もともとの議論に戻ってしまいますけれども、まさにデータに基づく計

算によれば、こういう数字が出てきて、こういうモデルでこういう数字が出ると。今話があっ

たご指摘のようにビジョンとか政策シナリオ、これのここの部分を拾った場合にはこういうふ

うな数字になるというような示し方をさせていただいて、最終的な判断は私どものほうでとい

うようなことでしかないのかなというふうに理解はしておったんですけれども、データはすべ

てそれが正しいと、そういう意見もありましょうし、シナリオも少し入れろという意見もある

とは思われますので、そこは両者を組み込むような、見えるようなモデルにさせていただけれ

ばというふうな感じで考えております。 

○石田委員長 多分、その前提として資料４の７ページに背景シナリオ、目指すべき将来像と

書いてあるんです。これのこうなる蓋然性みたいなものに随分依存すると思うので、それはこ

の21世紀ビジョンをつくられたときの担当者がどなたか知りませんけれども、蓋然性というの

はどの程度のものなんだろう。そこのところで多分きっちり区別しておかないと、先ほど言い

ましたけれども、2050年までのＣＯ２も目指したい姿ですよね。あれは入らずにこれは入って

何なのかってのがありますから、そこは数字であらわされている姿の蓋然性をどう評価するか。

それを見込んでのシナリオをどう設定するかというそういうところだと思うんです。 

 どうぞ。 

○兵藤委員 ２つほど教えていただきたいのと確認なんですが、資料５、２ページに今回のフ

ローがあって、展開図を変えますよ。順番を変えると、下のところですね。この説明だけだと

掛け算、割り算の順番変えただけなんで、何でアウトプットが変わるんだという誤解を与える

んですね。後でいろいろ見ていくと、結局ピンクの何とかモデルというところに軽自動車の影
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響も入れるんだ。多分、それでかなり前回とは違うことを示す可能性があります。それはそれ

でお進みしていただきたいと思うんですが、それにしても例えばピンクの平均輸送人数モデル

と平均利用距離モデル、これをなぜ順番を変えるのか。その理屈がまだ私も理解していないと

ころがあって、例えばこの２つのモデルも精度改善の度合いが何か違っていて、上位入れ替え

たほうがトータルとしての精度はよくなるとか、何かそういうことは期待されるのかなという

気がしています。ないしはそういったモデルの具体的な検討をしていかないと、有効性という

のはまだ今の段階では結論づけられないのかもしれません。 

 それから、同じことは資料６の同じくフレームを変えたという妥当性の検討に同じことが多

分言えると思うし、今結論するべきということを言うわけではないのかもしれません。それが

１つと。 

 あとは資料６で誤解を与えないことを考えますと、例えば23ページとかで今回、距離帯別に

中味を細かく見ましょう、これは大変いい試みだと思います。一般的に割り算をする場合、輸

送トン数割る台トリップとか、分母・分子で相関がある割り算というのはそのままやっちゃい

けないという話を私は聞いたことがあります。その場合は細かく分けないとバイアスがかかっ

たそういう結果が出る可能性があるということです。そうはいっても、これは100キロ以上、

100キロ未満で、やはり100キロ以上が大きくなって、100キロ未満が小さくなって、大きいほ

うをとるんだろうってそういう誤解を与えないためにも、例えば前回出ているのかもしれない

のですが、100キロ以上と100キロ未満で例えばトリップの構成数がどうなっているとか、ない

しは具体的な構成率どうなっているのか。それぞれの平均値の上下関係とそれからトータルに

与える大体の見込みみたいなこと、誤解のないように、そういった表記をしてもいいと思いま

す。セグメント化したときのセグメントの構成率みたいなことをちょっとだけでもつけていた

だくほうがいいかなという気はいたしました。 

 以上です。 

○石田委員長 ありがとうございました。では、それはそのようにお願いしたいと思います。 

資料６の２ページとか、もうちょっと意図が分かるように書いたほうがいいですね。 

○原田委員 何とか委員会の何とかの指摘に従ってとしか書いていないというのは分からない

と思うんです。ここだけ見ると、入れ替えただけに見える。 

○石田委員長 いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○原田委員 資料５の７ページ、８ページの免許の保有のところで高齢者のほうの云々とある
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んですが、これは上の比較のところを見ると女性のところですよね。現実としてずれが大きい

赤の２つグラフの推計値と実績値で70歳以上のところでがつんと差が大きいと、これはどうい

うふうに考えておられるのでしょうか。さっき何か別の議論もあった、コーホートの影響でし

ょうか、免許を持っている人、免許を持っていない人も同じ生存率で推移して、という仮定が

成り立つのであれば、全体の人口はそれでやっておいて、免許率は免許率でまた別に推計して

掛け算すればいいんじゃないかと思うんだけれども、生存率が変わらないということは成り立

つのかどうか疑問に思う。免許持っている人と免許持っていない人でコーホートの率が違うと

いうことがあるのか。ここだけ大きくずれているので、ここの要因ということでちょっと見て

いただければありがたいと思います。 

○石田委員長 考え方はコーホートなんですけれども、確認すべきところは100％いくのかと

いうところですよね。それが率が100％なのか、数が100％なのかというのは必ずしも明確じゃ

ないのですけれども、とにかく100％いきますよということは、チェックをしてきちんと100％

とみなしてもいいんですよということは、どこかで示しておかないといけないのでしょう。７

ページが多分そういう例を示していると思うんだけれども、ちょっと説明が足りないのかなと

いう気がしましたけれども。 

 それにしても、女性の一番右端だけ気になりますよね。 

○鈴木委員 年齢の端っこのところというのはうまく５歳に固まっていないから、そこの設定

が若いところは書いてあるんですけれども、上のところがどういう考え方で計算したかってこ

こに書かれていないので、男女違う結果になっているんですけれども、それは考え方は同じな

んだけれども、たまたま数字が女性は下目に出たということなのか。そもそも考え方が70以上

とくくったときに、そこの設定はどうだったんですか。 

○事務局 考え方は変えていません。70からまとめていますけれども、これが下にありました

ように70から74とか分けた数字も、そういう全体の人口とかをチェックして次回回答したいと

思います。 

○石田委員長 貨物のほうはいかがですか。 

○豊田委員 資料６全体の傾向はそうだと思うんですけれども、31ページのトリップ回数の推

移、これはセンサスから出てきたので、間違いはないんだと思うんですが、ただ、左の99年と

05年の大きく伸びるところが我々の実感とあまり合わなくて、こんなに走り回ったかなという

感じがありました。まして、このトレンドで伸ばすと、ちょっとしんどいかな。右のほうの自

家用のほうは、おとなしい変化をしているんですけれども、1999年の落ち込みがおかしかった
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のか、2005年のジャンプがおかしいのか、実感に合わない。私どもも勉強してみますけれども。 

○石田委員長 32ページの④の検討すべき課題（例）の中にまさにおっしゃることが書かれて

いますので、ぜひまた教えていただければと思いますが。 

○岡本委員 小型と一緒というのも変ですよね。小型と普通が一緒というのも変ですよね。 

○石田委員長 でも、動きが活発になったというそういう感触はございますか。 

○豊田委員 あまり実感として聞こえてきていないのに、これを見てびっくりしたんですけれ

ども。 

○鈴木委員 通販の伸びとか、要は小口の頻繁な輸送というのは増えているのは事実としてあ

りますよね。そういう行動変化というのはあると思うんです。それにしても上がり方が急だな

という感じは確かにします。 

○豊田委員 それと元に戻るとややこしいんですけれども、特に貨物のトリップの数え方がど

う数えていたか。着発で一回としているのか、今お話あったように途中でおろして、いくつか

の複数トリップとして答えていたか。恐らくセンサスでずっと続けられているから、傾向は一

緒なんだと思うんですけれども、そこがトリップの考え方が答えた人によって変わるとちょっ

としんどいかなという感じはあります。 

○石田委員長 答えてほしいこととしては、１回配達が終わるたびに一度、１トリップ、１ト

リップですけれども、そういう答え方を本当にしていただいているかどうかというところはあ

りますよね。 

○豊田委員 ですから、今のお話のような多頻度にいろいろな箇所に行くときはトリップは変

わっていなければいいんですよね。 

○石田委員長 ちゃんと答えていただいているかどうかというチェックがちょっとどう、今に

わかにあれですけれども。 

○原田委員 だから、センサス上でこういう形で答えてほしいという定義をつくって、それで

あと調査票でやっていって、定義と調査票の内容を大きく変えていないということであれば、

同じ程度の間違いは起きているけれどもということだとは思うんですけれども。 

○石田委員長 間違っている人の割合とかは大体同じかも分からないという。そういう大胆に

考えざるを得ないかなと。 

○鈴木委員 軽貨物だから、あまり今回の全体には影響が少ないと思うんですけれども、これ

は自営別に予測するということになっていますけれども、営業用貨物の場合は、営業用黒ナン

バーですよね。黒ナンバーの比率って非常に低くて、キャブバンなんかでも昨年度で８％、キ
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ャブトラックだと２％。これボンネットバンは入っているんですか。この軽貨物といった中に。

自工会としては軽のボンネットバンで大体軽の乗用車と仲間みたいな扱いで商用車といったと

きはキャブ軽だけを商用車という扱いで数字を分析しているんですけれども、ボンネットバン

なんかコンマ何％の営業比率なんで、分ける意味があまりないような気がするんですけれども。 

○石田委員長 ありがとうございます。 

 サンプル数から見たときに、それほど何か比率が小さければ十分なサンプルが確保されてい

るかどうかということもありますから、その辺も考えながらかつ35ページの若干傾向が違って

いたりしますので、ですよね。これはやはり総合的判断ということになると思いますが。 

 ありがとうございます。 

 ほかにどうでしょうか。 

 よろしいですか。 

 そうしましたら、確認でありますけれども、今日いただいたご意見をもとに、８月に推計モ

デルの具体案の検討ということがされていますけれども、そこまで何もインタラクションなし

でということではなくて、できればメール等を使ってここはこんなふうに考えましたと、今日

のご意見いろいろ出ましたよね。あるいはチェックの結果に対してもやはり時間がない中でき

ちんとした議論をしたいと思いますので、その辺はメール等を最大限活用していただいて、な

るべくきめ細かにやっていただければなと思いますし、７月が第３回です。将来値の検討とい

うのは本当に大事なところで、そのことについてもいろいろご意見が出ましたので、組み合わ

せを考えるときの理屈をきちんと整理していただいて、ご提示いただければなというふうに思

いました。 

 それと、委員の皆さんにはお願いでありますけれども、今日もいろいろ中味に関してご意見

いただきましたけれども、やはり予測をきちんとするために必要な、あるいは工夫すべきとこ

ろ、数学モデルの外の話というのは今日の議論でも大事だなということが確認されたように思

いますので、こう考えるべきだ、こういうアイデアがあるよというご意見でしたら、どこでも

結構でございますので、お寄せいただきますようにお願いしたいと思います。 

 それでは、一応、これで議事は終わりますけれども、その他というのは何かあるんですか。 

○事務局 特にございません。 

○石田委員長 そうしましたら、どうぞ閉会のほうに移っていただければと思いますが。 

○事務局 ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、第２回の検討会を終わらせていただきます。どうもありがと
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うございました。 


